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はじめに

⚫ 地域間（エリア間）連系線の利用については、従来「先着優先」と「空おさえの禁止」を原則として、広域機関に

よって利用計画が管理されていた。公正な競争環境の下で送電線の利用と広域メリットオーダーの達成を促し、更な

る競争活性化を通じた電気料金の最大限の抑制、事業者の事業機会の拡大を実現していくため、連系線利用ルールを

見直すこととし、市場原理に基づきスポット市場を介して行う「間接オークション」が2018年10月より導入された。

⚫ これに伴い、連系線容量の制約によりエリア間で市場分断が発生し、スポット市場において地域間の価格差（値差）

が発生する場合、相対取引等のエリア間取引を行う当事者は、当事者間で合意した取引価格によって電気の受渡しを

行うことができないリスクを抱える。こうしたことから、2019年度から、値差リスクをヘッジするための手段とし

て、間接送電権が導入された。

⚫ 間接送電権については、導入時の検討において、その後の活用状況等を踏まえ、改めて制度の見直しについて検討を

行うこととされたところ。制度導入から約５年が経過する中、これまでの取引実績等を踏まえつつ、一部の事業者に

対して市場分断時の値差の補填等を行う経過措置が2025年度に終了するなどの制度を取り巻く環境の変化に対応で

きるよう、本検討会において間接送電権の在り方等について検討を行う。



（参考）間接送電権に関する検討会の設置について 第96回制度検討作業部会
（2024年9月27日） 資料5より赤枠追加
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（参考）間接オークションの概要について

4

第13回制度検討作業部会
（2017年10月30日） 資料3より抜粋



（参考）市場分断とエリア間値差について
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第13回制度検討作業部会
（2017年10月30日） 資料3より抜粋



（参考）市場値差の構造について
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第49回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会

（2023年2月9日） 資料3より抜粋



（参考）エリア間値差リスクを軽減する仕組みの導入について

7

第13回制度検討作業部会
（2017年10月30日） 資料3より抜粋



（参考）特定契約について
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第1回間接送電権の在り方等に関する検討会
（2018年3月9日） 資料4より抜粋
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（参考）市場分断時のヘッジ商品としての間接送電権について 第67回制度検討作業部会
（2022年6月22日） 資料3より抜粋



（参考）エリア間値差の負担リスクの低減の必要性について
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第1回間接送電権の在り方等に関する検討会
（2018年3月9日） 資料4より抜粋



（参考）間接送電権市場の概要について
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第36回制度検討作業部会
（2019年12月6日） 資料4より抜粋



（参考）間接送電権の発行量について①

12

第13回制度検討作業部会
（2017年10月30日） 資料3より抜粋



（参考）間接送電権の発行量について②
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第26回制度検討作業部会
（2018年11月26日） 資料4より抜粋
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（参考）経過措置の概要について 電力広域的運営推進機関 
連系線利用における間接オークション導入に関する

事業者向け説明会（2017年6月14日）資料より抜粋
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間接送電権の目的・趣旨

⚫ 発電事業者・小売事業者間の差金決済契約※等において市場価格変動リスクを分担することも考えられるが、電力の

受渡し時まで値差が確定せず、値差リスクそのものはヘッジできないことなどから、値差リスクを軽減するヘッジ手

段が求められ、エリア間取引における値差の影響を固定化することができる間接送電権が導入されているところ。

※下記例では差金決済契約の精算は、「差金決済契約の固定価格（発電事業者と小売事業者が事前に取り決める価格）」と「東京エリア価格」の値差に基づき行われると仮定。

（出所）第６回地域間連系線の利用ルール等に関する検討会（2017年1月24日）資料２より抜粋
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間接送電権取引の動向

⚫ これまでの間接送電権取引をみると、東京→中部など売入札量に対する約定量の割合が低い連系線・潮流方向では平

均発生値差が比較的小さくなっている。一方、中部→東京や九州→中国のように売入札量に対する約定量の割合が高

いところでは、平均発生値差が比較的大きくなっている傾向がある。

⚫ これは、市場分断が発生した場合における値差リスクを間接送電権によってヘッジするに際して、発電事業者・小売

事業者は基本的に「期待効用（＝期待値差＋値差の固定化に係るプレミアム）＞間接送電権価格」となる場合に間接

送電権を購入するとの考え方と整合的な結果となっている。

⚫ ただし、売入札量に対する約定量の割合が高い連系線・潮流方向においても、発生値差に比して、間接送電権の約定

価格が低くなる傾向が生じている。

⚫ なお、間接送電権の発行量は、連系線の経過措置量によって決まる。このため、運用容量に対する経過措置量の割合

が特に高い九州→中国では、間接送電権の発行量が他の連系線・潮流方向に比べて少ない状況にあることも見て取れ

る。



間接送電権の売入札量・約定量（2019年度～2023年度）

■売入札量
■約定量

⚫ 中部→東京間、九州→中国間では売入札量に対する約定量の割合が特に高く、当該エリア間におけるニーズの高さが

うかがえる。一方、東京→中部間は、売入札量に対する約定量の割合が極めて低い状況にある。
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※ 間接送電権の売入札量・約定量は、取引日を基準として各年度別に集計。



平均発生値差・間接送電権の平均約定価格（2019年度～2023年度）

⚫ 比較的ニーズが高いと考えられる中部→東京間、九州→中国間を含め、結果的に生じた値差に比して、平均約定価格

が低くなる傾向がある。また、売入札価格である0.01円/kWhで約定されるケースも多いことがうかがえる。

18※ 間接送電権の平均約定価格は、取引日を基準として各年度別に集計。
※ 平均発生値差は、各年度に取引される間接送電権の対象期間（間接送電権の約定がなかった期間も含む）中に発生した値差の平均。

■平均発生値差
■平均約定価格



経過措置量の状況（2024年度）

⚫ 間接送電権が設定されている６つの潮流方向のうち、関西ー四国間（逆方向）、中国ー九州間（逆方向）は運用容量

に対する経過措置量の割合が特に高い状況にある。多くの連系線・潮流方向において経過措置が適用されており、経

過措置終了後は値差の影響を受けるエリア間取引が増加することが想定される。

※１ 電力広域的運営推進機関（2024年３月１日）2024～2023年度の連系線運用容量（年間・長期）について 別紙１ ５.全国系統の運用容量（2024年度８月平日昼間帯）を参照
※２ ※１の各連系線運用容量を100％とした場合における経過措置量の割合

（出所）電力広域的運営推進機関（2024年３月１日）
2024～2033年度の連系線の運用容量（年間・長期）について 別紙１
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値差リスクに対する主なヘッジ手段

⚫ 値差リスクに対して事業者は、間接送電権のほか、相対契約や電力先物取引等を活用している。

ヘッジ手段 概要 対象エリア

間接送電権
エリア間値差が生じた際に、当該値差分の
受取り等を行うことを通じて、エリア間値
差を固定化

下図のとおり

相対取引
エリア間で現物のクロス取引を行うことを
通じて、エリア間値差を固定化

制限なし※

電力先物取引
取引時点において将来の電力の売買価格を
確定することを通じて、価格変動のリスク
等をヘッジ

東京・関西

※ 相手先との条件交渉であり、必ずしも取引可能なわけではない

（出所）第１回電力先物の活性化に向けた検討会（2023年11月28日）資料2より抜粋



（参考）電力先物取引を活用した値差リスクのヘッジについて

（出所）第６回地域間連系線の利用ルール等に関する検討会（2017年1月24日）資料２より抜粋 21
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１．間接送電権の概要等

２．間接送電権の検討事項

①他連系線商品の設定有無

②発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

③取引のタイミング

④取引の適正化
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間接送電権の検討事項について

⚫ 間接送電権については、第４回間接送電権の在り方等に関する検討会（2019年12月５日）において、今後の検討に

向けた論点として以下が示され、年間を通じた市場分断の状況や事業者の意見も踏まえつつ、議論を深めていくこと

とされたところ。

①他連系線商品の設定有無

②発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

③取引のタイミング

⚫ また、間接送電権は、エリア間取引のヘッジ手段として導入された仕組みであるが、これまでの間接送電権取引をみ

ると、発生値差に比して、約定価格が低くなる傾向が生じている。これにより、間接送電権の原資である値差収益が

間接送電権の利用者へ制度が想定しない形で流れ、結果として、連系線の増強費用に充てられる値差収益の減少につ

ながっているとの指摘がある。

⚫ こうしたことから、本検討会においては、上記①～③に加え、④間接送電権の取引の適正化について検討していく。



（参考）今後の検討に向けた論点（他連系線商品の設定有無）
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第4回間接送電権の在り方等に関する検討会
（2019年12月5日） 資料3より抜粋



（参考）今後の検討に向けた論点（商品設定）
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第4回間接送電権の在り方等に関する検討会
（2019年12月5日） 資料3より抜粋



（参考）今後の検討に向けた論点（取引のタイミング）
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第4回間接送電権の在り方等に関する検討会
（2019年12月5日） 資料3より抜粋
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１．間接送電権の概要等

２．間接送電権の検討事項

①他連系線商品の設定有無

②発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

③取引のタイミング

④取引の適正化
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他連系線商品の設定有無

⚫ 間接送電権の取引に当たっては一定の手数料（0.01円/kWh）が発生すること等を踏まえ、当初は期待値差が0.01円

/ kWhを上回る蓋然性が高く、ある程度の取引量が見込まれることの条件を満たす５連系線・６商品（北海道→東北

（逆方向）、東京→中部（順・逆方向）、関西→四国（逆方向）、中国→四国（逆方向）、中国→九州（逆方向））

を発行することとされた。

⚫ この点、値差の状況に応じて全エリアで間接送電権によるヘッジを可能とする観点からは、全エリア・全方向に設定

することも考えられるが、新たに商品を設定することにより、JEPXにおいて発行可能量の算定等に係る事務コスト

が増加する点にも留意が必要となる。

⚫ 過去の検討会では、分断状況等を確認しつつ、商品設定の有無について検討を行うとされたこと等を踏まえると、直

近の市場分断の状況等を確認し、間接送電権の導入時と同様の考え方の下、期待値差が0.01円/ kWhを上回る連系

線・潮流方向について商品設定を行うことが考えられる。

⚫ 2023年４月から2024年３月までの間におけるエリア間値差に基づき期待値差を算定すると、既に商品設定がされて

いる連系線・潮流方向に加えて、北海道→東北（順方向）、東北→東京（順方向）、中部→北陸（逆方向）、中部→

関西（逆方向）、北陸→関西（逆方向）、関西→中国（逆方向）は期待値差が0.01円/kWhを上回っており、これ

らの連系線・潮流方向について2026年度分から新たに商品を設定をすることとしてはどうか。
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各エリア間における期待値差の状況等（2023年４月～2024年３月）

連系線 方向
市場分断時の平均値差

（円/kWh)※１
市場分断率（％）※２ 期待値差（円/kWh)

間接送電権
設定状況

北海道→東北
順 2.83 3.16 0.09

逆 3.80 5.30 0.20 ○

東北→東京
順 4.35 19.98 0.87

逆 0.00 0.00 0.00

東京→中部
順 2.79 1.77 0.05 ○

逆 3.49 31.99 1.12 ○

中部→北陸
順 3.52 0.12 0.00

逆 3.01 42.85 1.29

中部→関西
順 2.09 0.07 0.00

逆 2.86 48.70 1.39

北陸→関西
順 0.00 0.00 0.00

逆 1.82 5.92 0.11

関西→中国
順 0.00 0.00 0.00

逆 4.68 1.16 0.05

関西→四国
順 0.00 0.00 0.00

逆 5.53 3.75 0.21 ○

中国→四国
順 0.00 0.00 0.00

逆 5.70 2.68 0.15 ○

中国→九州
順 0.00 0.00 0.00

逆 4.09 13.48 0.55 ○

※１ 市場分断時において、プラス又はマイナスのどちらか一方の値差を抽出した母集団の平均値
※２ 全取引のうち、プラス又はマイナスのどちらか一方の値差が生じた割合
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１．間接送電権の概要等

２．間接送電権の検討事項

①他連系線商品の設定有無

②発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

③取引のタイミング

④取引の適正化
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発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

⚫ 商品設定については、商品数を増やした場合におけるシステム開発コストの増大や、取引量の分散化が懸念されるこ

とから、当初は１～２商品程度を取引することとされ、発行量の最大化を重視しつつ、ベース的活用のニーズを満た

すという観点を踏まえ、24時間型の週間商品が設定された。

⚫ この点、過去のアンケートでは、自社の需給パターンに合うよう現状の24時間型の週間商品を昼夜間や平休日に分

離してほしいとの意見のほか、相対の卸電力取引のタイミングに沿うよう年間商品等のより長期の受渡商品を求める

意見があったところ。

⚫ また、内外無差別な卸取引等の取組により、新規参入者の電源へのアクセス環境にも一定の進展がある中、今後も小

売電気事業者が、それぞれの強みを生かしながら需要家が求める安定的な水準の価格を前提とした多様なメニューや

サービスを提供していく観点から、現物の長期取引の活用に向けた議論が行われているところ。こうした議論の状況

を踏まえ、長期取引におけるヘッジ手段として、新たに長期商品等の追加を検討することとしてはどうか。

⚫ なお、間接送電権は連系線の混雑収入が原資であり、JEPXが過度なリスクを負わないためにも、その発行量は連系

線の空容量を上限としている。そのため、新たに長期商品等を追加することに伴い、既存商品の発行量の減少が生じ

ること等には留意が必要である。



（参考）商品の形態について
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第21回制度検討作業部会
（2018年4月10日） 資料3より抜粋



（参考）事業者の創意工夫を促す市場環境整備について
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第81回電力・ガス基本政策小委員会
（2024年9月26日） 資料3より赤枠追加
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１．間接送電権の概要等

２．間接送電権の検討事項

①他連系線商品の設定有無

②発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

③取引のタイミング

④取引の適正化
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取引のタイミング

⚫ 間接送電権の発行量は連系線の空容量を上限としていることとの関係上、連系線工事等による空容量の変動の影響を

最小化する観点などを踏まえ、現状は実需給の２か月前に取引を行っている。

⚫ この点、過去のアンケートでは、現状の２か月前の取引に加えて受渡の１週間前にも追加の取引を行うべきとの意見

や、受渡の１週間前の取引に変更すべきとの意見のほか、相対の卸電力取引分のスポット受渡時のヘッジのため２か

月よりも以前に取引したいとの意見があったところ。

⚫ 長期商品等の導入の検討を進め、受渡時の２か月よりも以前に取引を行う場合には、空容量の変動の影響等を十分に

考慮した上で各商品の発行量を設定するなどの取組が必要となる。また、取引のタイミングを追加することにより、

JEPXにおいて発行可能量の算定等に係る事務コストが増加する点にも留意が必要である。



（参考）取引のタイミングについて
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第26回制度検討作業部会
（2018年11月26日） 資料4より抜粋
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１．間接送電権の概要等

２．間接送電権の検討事項

①他連系線商品の設定有無

②発行量や事業者ニーズを踏まえた商品設定

③取引のタイミング

④取引の適正化
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取引の適正化（１／３）

⚫ 間接送電権はエリア間取引における値差の影響を固定化する趣旨で導入されたものであり、その制度設計の際には、

競争が進むことで間接送電権の約定価格が期待値差に収斂していくことや、エリア間取引に付随して間接送電権が利

用されることが想定されていた。

⚫ しかし、これまでの間接送電権取引をみると、結果として発生した値差（発生値差）と、約定価格を比較した場合、

約定価格が低くなる傾向がみられる。また、個々の取引と間接送電権の紐付けを行う場合に取引スキームが煩雑とな

ること等を踏まえ、間接送電権の利用者は、間接送電権の保有量の範囲内、かつ、スポット市場における電力取引の

約定量の範囲内であれば値差の精算を受けられることとしていることで、間接送電権の利用者はエリア間の相対取引

等を行っていない場合であっても、スポット市場で約定してさえいれば、「発生値差－間接送電権の約定価格」分の

収益を得ることも可能となっている。

⚫ そうした中、間接送電権の原資である値差収益が、値差の影響の固定化ではなく収益を目的とした間接送電権の利用

者等へ流れ、結果として、連系線の増強費用に充てられる値差収益が減少するような取引状況は適正ではないとの指

摘もあるところ。

⚫ このような状況を踏まえ、間接送電権の導入趣旨を考慮しつつ、取引の適正化に向けた対応を改めて検討すべきでは

ないか。
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取引の適正化（２／３）

⚫ この点、まずは、間接送電権の利用者に対して、間接送電権の制度趣旨や活用方法等を周知していくことが重要ではな

いか。

⚫ また、間接送電権取引の適正化に向けて、間接送電権と個々の電力取引との紐付け等を行うことも考えられるが、取引

スキームが煩雑であることに加え、新たな商品の追加や間接オークションの経過措置終了に伴う取引量の増加等も想定

される中、これまで以上に対応が難しくなると考えられるところ。

⚫ さらに、間接送電権の約定価格が発生値差よりも低い状況が恒常的に発生していることが、制度創設当時に想定しな

かった収益目的の利用につながっているとも考えられることを踏まえると、こうした状況を是正するための取組も重要

ではないか。この点、約定価格が発生値差より低い状況が恒常的に発生している要因としては例えば以下が考えられる。

① 間接オークションの経過措置の適用により値差の影響を受けない事業者や、相対取引など他のリスクヘッジ手段を

活用している事業者のほか、間接送電権の適切な活用方法がわからず取引に消極的な事業者も存在するなどの理由

により競争が限定的なものとなっている。

② ①に加え、売入札価格は間接送電権の設定基準とした期待値差と同様に0.01円/kWhに設定されており、各連系

線・潮流方向によって異なる値差の発生状況を踏まえた価格設定になっていないことが、低価格での買入札を招い

ている。
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取引の適正化（３／３）

⚫ 前ページ①において記述した「限定的な競争」については、今後、間接オークションの経過措置が適用されていた事

業者が、経過措置終了後に間接送電権取引に参加することによって、状況が変化していくことが想定される。加えて、

間接送電権取引に消極的であった事業者に本検討会等を通じて適切な活用方法を改めて周知することを通じ、競争を

活性化させることも重要ではないか。

⚫ 一方、②については、足下で市場分断により生じる値差の傾向が、制度創設当時の値差の発生状況と大きく異なる中

で、引き続き、間接送電権の売入札価格を一律0.01円/kWhに設定していることが、発生値差に比して約定価格が

低い傾向を生んでいる要因の一つとなっていると考えられる。このため、制度趣旨等を踏まえつつ、売入札価格の見

直しを検討することとしてはどうか。

⚫ なお、価格競争を活性化させるために、間接送電権の発行量を少量にする等の対応も考えられるが、連系線の空容量

よりも少ない発行量とすることで、間接送電権の活用ニーズに十分に応えられないのではないかといった懸念にも留

意する必要がある。



（参考）間接送電権の決済方法について
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第13回制度検討作業部会
（2017年10月30日） 資料3より抜粋
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（参考）市場分断の状況について 第4回制度設計・監視専門会合
（2024年12月26日） 資料7より抜粋
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